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平成15年３月24日規則第13号 

六ヶ所村建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５

第１項又は第167条の11第２項の規定による建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第

１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）の一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」

という。）に参加する者に必要な資格、当該資格の審査等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（競争入札の参加者の資格） 

第２条 政令第167条の５第１項又は第167条の11第２項の規定による建設工事の競争入札に参加する

者に必要な資格は、次のとおりとする。 

(１) 建設工事の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況からみて、村の契約の

相手方として適当と認められること。 

(２) 第４条第１項の競争参加資格審査申請書（同条第２項の規定により添付しなければならない

書類を含む。）の重要な記載事項について記載をし、かつ、その記載内容が事実に反していない

こと。 

(３) 建設業法第３条第１項の規定による許可（同条第３項の許可の更新を含む。）を受けている

こと。 

（資格審査） 

第３条 建設工事の競争入札に参加しようとする者は、あらかじめ、建設業法第27条の23第１項の規

定による経営に関する客観的事項の審査を受け、かつ、前条に規定する資格を有するかどうかにつ

いて、村長の審査を受けなければならない。 

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、隔年に１回定期の資格審査を行い、及

び当該定期の資格審査を行う年の中間の年に追加の資格審査を行うほか、随時の資格審査を行う。 

（資格審査の申請） 

第４条 資格審査を受けようとする者は、競争入札参加資格審査申請書に村長が別に定める書類を添

えて村長に提出しなければならない。 

２ 定期の資格審査及び追加の資格審査を受けようとする者は、当該資格審査を受けようとする年の

１月15日から２月14日までの間に前項の書類を提出しなければならない。 

（資格の認定） 

第５条 村長は、前条の規定による書類の提出があったときは、六ヶ所村建設業者等級審議会の意見

を聴いて、建設工事の施工能力の審査（以下「工事施工能力審査」という。）を行い、第２条に規

定する資格があるかどうかの認定を行うものとする。ただし、随時の資格審査を受けようとする者

に係る事案については、六ヶ所村建設業者等級審議会の意見を聴かないことがある。 

２ 工事施工能力審査の基準は、別表第１に掲げる客観的査定要素、別表第２に掲げる主観的査定要

素及び有資格技術職員数とする。 

３ 前項の客観的査定要素及び主観的査定要素の審査の要領は、村長が別に定める。この場合におい

て、客観的査定要素の審査の要領については、建設業法第27条の23第３項の規定により、国土交通

大臣が定める経営事項審査の項目及び基準に準じて定めるものとする。 

（有資格者名簿の作成） 

第６条 村長は、第５条の規定により、第２条に規定する資格があると認定したときは、建設工事有

資格者名簿（様式第１号）を作成するものとする。 

（資格の認定結果等の通知） 

第７条 村長は、第５条第１項の規定による資格の認定を行ったときは、資格審査を受けた者に対し、

遅滞なく、その結果及び第２条に規定する資格があると認定した者については次条第１項の規定に

より決定した等級を通知するものとする。 

（等級の決定） 

第８条 村長は、第５条の規定により第２条に規定する資格があると認定した者について、工事施工

能力審査の結果に基づいて、第６条に規定する建設工事有資格者名簿の中から、建設工事の種類ご

とに等級を決定するものとする。 

２ 前項の等級は建設工事の種類に応じ次のとおり区分し、その格付けは発注の標準となる請負工事
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設計額（支給品の額を含む。以下同じ。）によりそれぞれ次のとおりとする。 

(１) 土木一式工事 

等級 請負工事設計額 

特Ａ級 5,000万円以上 

Ａ級 1,000万円以上5,000万円未満 

Ｂ級 500万円以上1,000万円未満 

Ｃ級 500万円未満 

(２) 建築一式工事 

等級 請負工事設計額 

特Ａ級 2,000万円以上 

Ａ級 500万円以上2,000万円未満 

Ｂ級 300万円以上500万円未満 

Ｃ級 300万円未満 

(３) その他の建設工事 

等級 請負工事設計額 

特Ａ級 2,000万円以上 

Ａ級 500万円以上2,000万円未満 

Ｂ級 300万円以上500万円未満 

Ｃ級 300万円未満 

（資格の有効期間） 

第９条 定期の資格審査を受けた者に係る第５条の規定により認定を受けた資格の有効期間は、当該

資格審査を受けた年の５月１日から翌々年の４月30日までとする。 

２ 追加の資格審査を受けた者に係る前項の有効期間は、当該資格審査を受けた年の５月１日から翌

年の４月30日までとする。 

３ 随時の資格審査を受けた者に係る第１項の有効期間は、次の各号に掲げる第６条の規定による通

知があった日の属する期間の区分に応じ、当該通知があった日から当該各号に掲げる日までとする。 

(１) 定期の資格審査を行う年の１月１日から４月30日まで その年の４月30日 

(２) 定期の資格審査を行う年の５月１日から12月31日まで その年の翌々年の４月30日 

(３) 追加の資格審査を行う年 その年の翌年の４月30日 

（六ヶ所村建設業者等級名簿） 

第10条 村長は、第８条第１項の規定により等級の決定を行ったときは、六ヶ所村建設業者等級名簿

（様式第２号）を作成するものとする。 

（六ヶ所村建設業者等級審議会の設置） 

第11条 第５条第１項の規定による資格の認定及び第８条第１項の規定による等級の決定に係る建設

工事の施工能力について審議させるため、六ヶ所村建設業者等級審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

（審議会の所掌事務） 

第12条 審議会は、次の事務を処理する。 

(１) 建設工事の施工能力に関すること。 

(２) 建設工事の競争入札に参加する者に必要な資格に関すること。 

(３) その他村長が必要と認める事項に関すること。 

（審議会の組織） 

第13条 審議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、副村長を、副会長は、委員の中から会長が指名する者をもって充てる。 

３ 委員は、総務課長、建設課長、農林水産課長、上下水道課長、学務課長をもって充てる。 

（審議会の会長及び副会長） 

第14条 会長は、審議会を総理する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が不在のときは、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 
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第15条 審議会の会議は、定例審議会及び臨時審議会とする。 

２ 定例審議会は毎年１回開くものとし、臨時審議会は会長が必要と認めたときに開くことができる。 

３ 審議会は、会長が招集する。 

４ 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

５ 審議会の会議は、公開しない。 

（審議会の幹事） 

第16条 審議会に幹事を置く。 

２ 幹事は、財政課長及び財政課長があらかじめ指定する職員をもって充てる。 

（審議会の庶務） 

第17条 審議会の庶務は、財政課において処理する。 

附 則 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

２ 六ヶ所村建設工事及び建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成５年規

則第６号）は、廃止する。 

附 則（平成17年３月31日規則第２号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月31日規則第25号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第２号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年11月30日規則第26号） 

この規則は、平成19年12月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月19日規則第10号の２） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律第53号）附則第３条第１項の規定により収入役

が在職する間は、この規則による改正後の六ヶ所村行政組織規則にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成22年４月27日規則第19号の２） 

この規則は、平成22年５月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日規則第６号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第３号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年５月１日規則第14号） 

この規則は、平成29年５月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第９号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月25日規則第28号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札通

知又は見積書を徴する請負工事から適用し、施行日前に入札通知又は見積書を徴する請負工事につ

いては、なお従前の例による。 
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別表第１（第５条関係） 

客観的査定要素 

(１) 経営規模 

ア 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高 

イ 自己資本の額 

ウ 建設業に従事する職員の数 

(２) 経営状況 

ア 売上高営業利益率 

イ 総資本経常利益率 

ウ キャッシュ・フロー対売上高比率 

エ 必要運転資金月商倍率 

オ 立替工事高比率 

カ 受取勘定月商倍率 

キ 自己資本比率 

ク 有利子負債月商倍率 

ケ 純支払利息比率 

コ 自己資本対固定資産比率 

サ 長期固定適合比率 

シ 付加価値対固定資産比率 

(３) 技術力 

(４) その他の要素項目（社会性等） 

ア 労働福祉の状況 

イ 工事の安全成績 

ウ 営業年数 

エ 建設業経理事務士等の数 

別表第２（第５条関係） 

主観的査定要素 

１ 工事種類別工事成績 

２ 工事経歴 

３ 建設業労働災害防止協会への加入 

４ ＣＯＨＳＭＳの評価取得又はＯＨＳＡＳ18001の認証の取得（労働安全衛生マネジメントシステ

ム） 

５ ＩＳＯ9001の認証の取得（品質マネジメントシステム） 

６ ＩＳＯ14001の認証の取得（環境マネジメントシステム） 

７ 資格審査対象期間に受けた指名停止の期間 

８ 消防団員協力事業所認定 

９ 地域貢献活動 

10 環境整備活動 

11 障害者雇用 

12 女性技術者雇用 

13 新規学卒者継続雇用 

様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第10条関係） 

 


